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                    厚生労働省健康局結核感染症課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に関する行政検査について（依頼） 

 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14

条第２項に基づく届出の基準等について」（平成 18 年３月８日健感発第 0308001 号厚生

労働省結核感染症課長通知）の別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に

届け出る基準」（以下「別紙」という。）については、「感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等につ

いて（一部改正）」（令和２年２月４日健感発 0204 第１号）により改正し、新型コロナ

ウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月

に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新た

に報告されたものに限る。）であるものに限る。以下同じ。）についての届出に関する基

準等をお示ししたところです。 

また、「「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及

び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一部改正）」に関する留意事項につい

て」（令和２年２月７日健感発第 0207 第 1 号）において、新型コロナウイルス感染症に

ついて、感染が強く疑われる場合には柔軟に検査を行っていただきたい旨、お知らせした

ところです。 

今般、国内外の発生状況および、当該通知を踏まえ、行政検査の対象者などの事項につ

いて改めて下記のとおりとりまとめましたので、今後はこの通知に従って対応をお願いし

ます。 

  

資料 1－２ 



 

記 

 

１ 検査対象者について 

新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる方の行政検査については、都道府県等に

おいて、主に別紙第７の１（４）で示された疑似症患者等について、これまで行われて

きたと承知しているが、今般、別紙に示された疑似症患者の定義に該当する者に加え、

以下のいずれかに該当する者についても行政検査を行うこと。 

 

・ 37.5℃以上の発熱かつ呼吸器症状を有し、入院を要する肺炎が疑われる者（特に

高齢者又は基礎疾患があるものについては、積極的に考慮する） 

・ 症状や新型コロナウイルス感染症患者の接触歴の有無など医師が総合的に判断し

た結果、新型コロナウイルス感染症と疑う者 

・ 新型コロナウイルス感染症以外の一般的な呼吸器感染症の病原体検査で陽性とな

った者であって、その治療への反応が乏しく症状が増悪した場合に、医師が総合的

に判断した結果、新型コロナウイルス感染症と疑う者 

 

２ 検査を行う際の留意点について 

  新型コロナウイルス感染症にかかる検査については、以下の点に留意すること。 

（１）以下の検査を行った上で、陰性であった場合には検査を実施すること 

・季節性インフルエンザにかかる検査 

・その他一般的な呼吸器感染症の病原体の検査 

（２）結果判明までに時間がかかる培養検査などについては、当該検査結果を待つ必要

はないこと 

  



 

＜参考＞ 

○検査の流れ 

 
注１.従前の集中治療その他これに準ずるものに限らず、入院を要する肺炎が疑われる者

を対象とする。 

注２.特に高齢者又は基礎疾患がある者については積極的に考慮する。 

注３.病状に応じて、早期に結果の出る迅速検査等の結果を踏まえ、培養検査など結果判

明までに時間がかかるものについては、結果が出る前でも保健所へ相談する。 

※赤枠は新規変更点 

 
 
○別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準」における新型コ

ロナウイルス感染症に関する部分 
 
○「「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14
条第２項に基づく届出の基準等について（一部改正）」に関する留意事項について」（令

和２年２月７日健感発第 0207 第 1 号） 


